
資源有効利用促進法

（平成３(1991)年４月26日法律第48号）

・法令の概要及び改正の方向性
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資料７

資源有効利用促進法の概要

この法律は平成13(2001)年４月に施行され、下記の事柄を実施・促進して行くこ
とにより循環型経済システムの構築を目指すものとなっており、あらゆる産業の事
業者にその取組みを求めている．
1) 事業者による製品の回収・リサイクルの実施などリサイクル対策を強化
2) 製品の省資源化・⻑寿命化等による廃棄物の発⽣抑制（リデュース）対策
3) 回収した製品からの部品等の再使用（リユース）対策を新たに講じ、また産業
廃棄物対策としても、副産物の発⽣抑制（リデュース）、リサイクルを促進

平成13(2001)年４月より、対象品目を追加するなどして、それまでリサイクル法
と呼ばれ１Ｒだったものを、リデュース、リユース対策の新設を行って３Ｒ（リ
デュース・リユース・リサイクル）の取組みを事業者に対して求めることに改め、
リサイクル対策の強化を図ってきて今日に至る．

資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３(1991)年４月26日法律第48号）［リサイクル法］

製造業をはじめとする事業活動のあらゆる段階での資源の有効利用の促進
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経済産業省産業技術環境局リサイクル推進課 資源有効利用促進法の概要及び施工状況について より引用
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建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

特定建設資材（コンクリート、アスファルト・コンクリート、木材）を用いた土
木建築物等に係る解体工事又はその施工に特定建設資材を使用する新築工事等で
あって一定規模以上の建設工事について、その受注者等に対し、分別解体等及び再
資源化等を行うことを義務付け．
分別解体・再資源化等の実施義務の対象となる建設工事の規模

1) 建築物の解体工事では床面積80m2以上
2) 建築物の新築又は増築の工事では床面積500m2以上
3) 建築物の修繕・模様替え等の工事では請負代金が１億円以上
4) 建築物以外の工作物の解体工事又は新築工事等では請負代金が500万円以上
そのほか、工事着手の７日前までに知事に計画を届け出ることを義務付け．
契約に際し、解体・再資源化等に要する費用を明記することを義務付け．
さらに、解体工事業者の知事への登録が必要など．

山梨県規則第４１号「建設工に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則」で、
解体工事業者に係る所要の事項を定め平成１４(2002)年から施行している．

(平成12(2000)年５月31日法律第104号）(建設リサイクル法)
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建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
(平成12(2000)年５月31日法律第104号）(建設リサイクル法)

○ 特定建設資材
法律に規定され，政令で定められる建設資材は、指定４品目と呼ばれ、以下がある。

 コンクリート
 コンクリート及び鉄から成る建設資材 （鉄筋コンクリート）
 木材
 アスファルト・コンクリート

土砂は資材として、その他建設資材に位置付けられものの、建設現場から発⽣し最終
的に利用されない場合、処分する必要があり、その量の縮減、材料として利用できるた
めの再資源化に努めることとされている。
そのため指定４品目同様、「建設リサイクルガイドライン」の中で具体的なリサイク

ルに係る実施事項を定め、取り扱うこととされる。

建設副産物のリサイクル施策の経緯

平成３(1991)年のリサイクル法の施行．

平成４(1992)年 「建設副産物処理基準」を策定．
建設現場で⽣じるアスファルト・コンクリート塊について、一定の調整を施した後、リサイクル

材として新設現場で利用を開始

平成６(1994)年 「建設副産物処理基準」を改定．
リサイクル材の利用範囲の拡大
建設発⽣土の利用範囲を５０㎞の範囲内にある他工事と明記

平成１１(1999)年 建設発⽣土情報交換システム開始
平成２７(2015)年 建設発⽣土官⺠マッチングシステム開始
建設副産物のリサイクル推進には、事業実施の各段階でその状況を把握・チェックすることが必要
であり、
「山梨県建設リサイクルガイドライン」の中で下記に示す具体的な様式を定め毎年実施している．
○ 再⽣資源利用計画書（実施書） −建設資材搬⼊工事用−
○ 再⽣資源利用促進計画書（実施書）−建設副産物搬出工事用−

県土整備部 技術管理課

6



○ 再生資源利用計画書（実施書） －建設資材搬入工事用－

○ 再生資源利用促進計画書（実施書）－建設副産物搬出工事用－
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国による盛土による災害の防止に関する検討会の提言から
• 新たな法制度の創設と併せ、建設現場から搬出される土についても搬出先の適
正を確保するための方策を講じることが重要。

• 廃棄物混じり土の発⽣を防止するため、建設現場等における土と廃棄物の分別
促進・適正処理の徹底を図っていく必要。

従前、実施している「建設リサイクルガイドライン」に基づく計画書類の利用強化を図るとの情報。

※１ 再生資源利用促進計画書（実施書）－建設副産物搬出工事用－

※２ 再生資源利用計画書（実施書） －建設資材搬入工事用－
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第４回 盛土による災害防止のための関係府省連絡会議幹事会 令和４年３月２８日 より引用
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